
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「仕事と結婚から子育て」希望の実現に向けて 

 

 

 

平成２９年２月 

 

 

 

 

 

 

青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム 

 

 

 

 

 

 

 

 



 1  

「仕事と結婚から子育て」希望の実現に向けて 目次 

 

 

はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 

１ 少子化対策に有効な働き方改革について 

（１） 結婚を希望する人が結婚できるための雇用・労働環境・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

（２） 仕事をしながら希望の数の子どもを産み育てられる雇用・労働環境・・・・・・・・・・５ 

（３） ワーク・ライフ・バランスの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

（４） 少子化対策に有効な「働き方改革」の４つのキーポイント・・・・・・・・・・・・・・11 

 

２ 仕事と結婚から子育てにかかる現状分析（現状・課題・取組の方向性） 

（１） 若者の雇用・労働について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

  ① 若者の所得・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

  ② 若者の早期離職・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

  ③ 若者の雇用形態・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

（２） 女性の仕事と育児の両立について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

  ① くるみん認定企業及び一般事業主行動計画の策定・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

  ② 女性の育児休業取得・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 

  ③ 女性の継続就業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・17 

  ④ 女性の子の看護休暇取得・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 

  ⑤ 女性の正規雇用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 

  ⑥ 女性の管理職登用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20 

（３） 男性の家庭参画について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21 

  ① 男性の育児休業取得及び子の看護休暇取得・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21 

  ② 男性の家事・育児参画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22 

（４） ワーク・ライフ・バランスについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23 

  ① 長時間労働・年次有給休暇取得・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23 

  ② 企業子宝率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・24 

  ③ 介護との両立支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25 

  ④ 企業におけるワーク・ライフ・バランスの取組状況・・・・・・・・・・・・・・・・26 

３ 仕事と結婚から子育て希望の実現の検討にあたっての基本的な方策 

（１） 少子化対策に有効な本県の「働き方改革」として、「若者の経済的安定」 

「女性の活躍･継続就業」「男性の家庭参画」「ワーク・ライフ・バランス」に 

積極的に取組む企業を支援する仕組みの構築・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27 

（２） 「仕事と結婚から子育て」の希望を実現するため、ライフイベントを見据えた 

社会全体、企業、個人に対する総合的支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27 

 

青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム設置要領・・・・・・・・・・28 

青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム委員名簿・・・・・・・・・・29 

青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム会議の開催状況・・・・・・・29 



2 

 

はじめに 

 

○ 本県の人口は国勢調査によると、昭和 58 年をピークに減少しており、15 歳未満の

年少人口の割合は減少する一方で、65 歳以上の老年人口の割合が増加するなど、

全国でも早いスピードで少子高齢化が進んでいる。 

○ 厚生労働省「人口動態統計」によると、本県の平成 27 年の合計特殊出生率は、1.43

と過去 3 年連続上昇しているものの、出生数は年々減少しており、合計特殊出生

率最低値を記録した平成 21 年から平成 27 年にかけて 902 人減少（減少率 9.5％）

し、平成 27 年については出生数 8,621 人と過去最低を記録している。また、女性

人口（20～39 歳）については、合計特殊出生率の最低値を記録した平成 21 年に

おいて 154,000 人であったが、平成 27 年では 121,000 人と、33,000 人減少（減

少率 21.4％）しており、女性人口のなかでもとりわけ 20～39 歳の女性人口の減少

が著しい。 

○ これらの状況を改善していくには、結婚、妊娠・出産、子育ての支援など「総合的

子育て支援」と、若者の雇用・経済的基盤の改善や女性の継続就業の支援など「働

き方改革・両立支援」の２つの大きな取組を車の両輪として進めることが重要であ

る。 

○ しかしながら、平成 28 年 2 月に内閣府で示された「地域少子化対策検証のための

手引き－働き方改革を中心に－（第 1 版）」に沿って本県の少子化の課題を整理し

たところ、合計特殊出生率に影響を及ぼす各種要因の中で特に、雇用・労働環境等

に起因する経済・生活基盤の弱さが少子化に影響を及ぼしていることが分かった。 

○ 以上から、今後は、少子化対策の視点から「働き方」を見直す、つまり、仕事をし

ながら、結婚したい人が結婚し、希望の数の子どもを産み育てることができる職場

環境づくりが重要と考え、平成 28 年 7 月に『青森県「仕事と結婚から子育て」希

望の実現ワーキングチーム』を設置した。 

○ 本ワーキングチームは、企業支援、雇用・労働、女性活躍、子育て支援関係部門及

び学識経験者により構成され、少子化対策に有効と考えられる地域の実情に即し

た「働き方改革」を進めるため、県民が安心して結婚し、子どもを産み育てながら

働くことができる企業等の取組促進について、総合的に検討を行ってきたところ

であり、今般その結果を取りまとめた。今後は、本ワーキングチームで取りまとめ

た方向性をもとに、本県の少子化対策として、雇用・労働対策、女性活躍、男性の

家庭参画及びワーク・ライフ・バランスを関係部署と連携して推進することとする。 
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１ 少子化対策に有効な「働き方改革」について 

  少子化対策に有効な「働き方改革」については、内閣府「地域少子化対策検証のための

手引き－働き方改革を中心に－（第１版）」のほか、各種会議等資料、文献及び調査結果

等を参考にして内容を整理したところ、以下のとおり４つのキーポイントを導き出した

ものである。 

 

（１） 結婚を希望する人が結婚できるための雇用・労働環境 

○ 少子化対策を考える上で、子どもを産む人の多くが結婚していることから、結婚と

雇用・労働について整理する必要がある。 

○ 男性の非正社員は未婚率が高い。また、本県 30～39 歳の既婚男性のうち所得が

200 万円未満の割合は 15.3%であるのに対し、未婚男性に限ってみると、所得が

200 万円未満の割合は 53.5%と高く、既婚男性に比べて未婚男性の方が低所得者

の割合が高くなっている。（図１，図２） 

 【まとめ】 

○ 男性労働者の雇用の安定、ある程度の収入等若者の経済的安定が結婚の希望の実

現に影響を及ぼすものと考えられる。 

 

 

図１：男女別・正規非正規別未婚率（2010 年）全国 
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図２：男性の配偶関係別・所得階級別分布状況（30～39 歳）（青森県） 
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（２） 仕事をしながら、希望の数の子どもを産み育てられる雇用・労働環境 

○ 全国において、短時間勤務制度、所定外労働をさせない制度、配偶者が出産のとき

の男性の休暇制度及び子どもの看護休暇制度等労働時間の短縮及び柔軟性のある

働き方は、女性の継続就業に有意な影響を及ぼす。（図３） 

○ 全国において、男女共に子育てをしながら働きやすくなるための企業の改革に必

要なものは、時間に制約がある社員に対する結果に応じた評価制度、在宅ワークや

フレックスタイム制度など時間や場所の柔軟勤務、残業時間を減らす努力をして

いるチームや上司の評価等が上位を占めている。（図４） 

○ 全国において、出生に正の影響を及ぼす要因は、育児休業制度、託児所支援、在宅

勤務制度が認められる。女性の労働市場への参画とともに少子化を防ぐためには、

柔軟な労働環境の整備が必要である。そのほか、夫の家事遂行頻度、夫婦の共有生

活活動時間の高さが出生意欲に影響する。（図５，図 6） 

○ 女性の社会進出に合わせて、男性の家庭参画が進まないと超少子化になることが

指摘されている。（図７） 

○ 全国において、男性が育児のために職場を休む場合、法律上の育児休業として取得

するのではなく、年次有給休暇等を取得する等法律上の育児休業によらず職場を

休んでいる割合が 5 割弱であり、産後の入院中に約 7 割程度が 3 日以内の日数を

取得している。男性が育児休業制度を利用する場合、利用しやすい条件・環境につ

いて最も重要なのは、上司から育児休業を取得するよう働きかけを行うような環

境であることから、男性は、周囲からの働きかけ等がないと、子育てに参加するた

めの時間をとることが難しいと考えられる。（図８） 

○ 男性の家庭参画のためには、労働時間の短縮が不可欠だが、単に労働時間を短縮す

ることで家庭参画につながるものとはいい難い。（図９） 

【まとめ】 

○ 女性が継続して働き続けるためには、家庭の状況に対応した時間及び場所の柔軟

な勤務体制の確保、時間ではなく結果に応じて評価される仕組み、男性の家事・育

児参画、十分な夫婦共有時間が重要。 

○ 男性については、働き方の改善を求めるだけではなく、労働時間を減少させること

によって生じる生活時間を家庭内役割に再分配されるよう、男性の意識改革及び

「子育てに参加する時間」として上司等から指示がある等周囲からの働きかけが

必要。 
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図３：女性の継続就労に影響を及ぼす要因（全国） 

 

 

図４：両立支援のために企業の改善に必要なもの（全国） 
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図５：出生率等に影響を及ぼす要因（全国） 

 

 

 

図６：女性の出産意欲に影響を及ぼす要因（全国） 
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図７：女性の継続就労の課題（全国） 

 

 

図８：男性の育児休業の実態（全国） 
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図９：女性の出産意欲に影響を及ぼす要因（全国） 
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（３） ワーク・ライフ・バランスの推進 

○ 長時間労働は、仕事と子育ての両立を難しくさせること、夫の帰宅時間が遅いこと

で母子の孤立化を強めることが危惧されている。そのため、第 2 子が生まれる可

能性を低めること、独身者は婚活をする時間もないことで、未婚者が増加し、超少

子化を引き起こすほか、特に女性の継続就業の難しさにより労働人口が伸びない、

という負のサイクルを強める。この問題構造を正のサイクルに変えるには、長時間

労働の是正がポイントとなる。（図 10） 

【まとめ】 

○ 長時間労働の是正、休みを取りやすい職場環境など労働者に共通するワーク・ライ

フ・バランスの推進が重要。 

 

 図 10：長時間労働是正が少子化にもたらす効果 
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（４） 少子化対策に有効な「働き方改革」の４つのキーポイント 

 

 

○ 少子化対策に有効と考えられる働き方改革としては、若者の正社員化、所得の安定

等「若者の経済的安定」が結婚につながりやすい。 

○ 結婚後は生活に合わせた労働時間の短縮及び柔軟性が「女性の活躍・継続就業」を

高め、労働力の確保及び出生を高める。 

○ 女性の活躍・継続就業と並行して重要なことは、「男性の家庭参画」であり、男性

の家事・育児参画が出生を高める。 

○ 上記の「若者の経済的安定」、「女性の活躍・継続就業」、「男性の家庭参画」を導く

労働者に共通する重要項目は「ワーク・ライフ・バランス」であり、生活時間を確

保できるよう長時間労働の見直し等が欠かせないものと考えられる。 
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２ 仕事と結婚から子育てにかかる現状分析(現状・課題・取組の方向性) 

 前述のとおり、少子化対策に有効な働き方改革として重要と考えられる「若者の経済的

安定」、「女性の活躍・継続就業」、「男性の家庭参画」及び「ワーク・ライフ・バランス」の

４つのキーポイントを踏まえ、本県の現状と課題を整理し、取組の方向性を検討した。 

（１） 若者の雇用・労働について 

 

 ① 若者の所得 

【現状・課題】 

○ 若者の所得について、本県の初任給（H27）をみると、高卒（143.6 千円）、大卒

（178.7 千円）ともに都市部より低く、格差がある。また、青森県労働組合総連合

が実施した「青森市 25 歳男性最低生計費試算調査」（平成 28 年）によると、青森

市在住 25 歳男性の場合、最低必要な生計費は月 21 万 6 千円と試算され、初任給

の状況とかい離がみられる。 

【取組の方向性】 

○ 賃金のアップ。 

○ 夫婦で共に家計を支えられるよう、共働き世帯が働きやすい職場環境づくり。 
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② 若者の早期離職 

【現状・課題】 

○ 若者の経済的安定を検討する上で重要な要素は、若者の職場定着である。若者の早

期離職は非正規労働化を強め、所得格差を生み、結婚に踏み切れないといった未婚

化につながりやすい。本県の若者の早期離職率（新規高卒者の 3 年後の離職率）は

49.5％（H25.3～H28.3）であり、全国平均 40.9％と比しても高い割合となってい

る。 

【取組の方向性】 

○ 企業における若者の職場定着。 

 

③ 若者の雇用形態 

【現状・課題】 

○ 平成 24 年における本県の男性（25～39 歳）のパート・アルバイトの割合は、8.6％

（全国 44 位）と、全国平均 6.7％に比して高い割合となっている。 

○ 100 人未満の企業においては、非正社員を正社員に転換する制度がある、又は正社

員を登用する方針がある県内企業は 5 割に満たない。 

  【取組の方向性】 

○ 若者の正社員の増加。 
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（２） 女性の仕事と育児の両立について 
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① くるみん認定企業及び一般事業主行動計画の策定 

 【現状・課題】 

○ 全国において、くるみん認定企業は、くるみん非認定企業より、育児休業、介護休

業、短時間勤務制度など両立支援制度を導入し、かつ利用実績も多いことが認めら

れている。 

○ また、次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画（以下、「行動計画」

という。）未策定企業より、策定している企業の方が両立支援制度を導入し、かつ

利用実績も多いことが認められている。 

○ 本県において、くるみん認定を受けている企業は、18 社（平成 27 年度末現在）で

あり、そのうちほとんどの認定企業が従業員 101 人以上の企業である。本県の企

業全体（労働者 20 人未満企業を除く）からみると、くるみん認定企業の割合は

0.31％となっている。 

○ 本県において、行動計画の策定が努力義務である 100 人以下の企業のうち、行動

計画を策定している企業は 156 社（平成 27 年度末現在）であり、本県の企業全体

（100 人以下の企業）でみると、行動計画を策定している企業の割合は 0.35％と

なっている。本県の企業全体に占める 100 人以下の企業の割合は 98.9％であるこ

とから、本県の企業のほとんどが行動計画を策定していないといえる。 

【取組の方向性】 

○ 中小企業が両立支援に取り組む体制づくりとして、一般事業主行動計画の策定を

促進。 

 

※１くるみん認定企業…次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画を策定した企業の

うち、計画に定めた目標を達成し、一定の基準を満たした企業として、厚生労働大臣の認定を受け

た「子育てサポート企業」 

※２プラチナくるみん…平成 27 年 4 月 1 日より、くるみん認定を既に受け、相当程度両立支援の制

度の導入や利用が進み、高い水準の取組を行っている企業として、厚生労働大臣の認定を受けた企

業 

※３ユースエール…若者雇用促進法に基づき、若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況 

などが優良な中小企業として、厚生労働大臣の認定を受けた企業 

※４一般事業主行動計画…次世代育成支援対策推進法に基づき、企業が従業員の仕事と子育ての両立

を図るための雇用環境の整備や、子育てをしていない従業員も含めた多様な労働条件の整備などに

取り組むに当たって、計画期間、目標、目標達成のための対策及びその実施時期を定めるもの。従

業員 101 人以上の企業には、行動計画の策定・届出、公表・周知が義務付けられている。 
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② 女性の育児休業取得 

【現状・課題】 

○ 本県において、子育てと仕事を両立する上で必要な職場の制度として、「子どもの

病気やけがの時に休暇が十分取れるようにする」（59.3％）に次いで、「産前産後の

休暇や育児休業が取れるようにする」（57.4％）が高く、育児休業等のニーズが高

い。 

○ 本県における女性の育児休業取得率の推移をみると、平成 26 年が 89.3％と年々上

昇しており平成 27 年においても 88.9％とほぼ同推移であることから、育児休業の

取得が定着しつつあるといえる。 

○ 正規・非正規別育児休業取得状況をみると、正社員に比べて非正社員では、取得率

が少なく雇用形態によって取得率の差がある。 

【取組の方向性】 

○ 雇用形態を問わず、育児休業が取得できる職場環境づくり。 
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③ 女性の継続就業 

【現状・課題】 

○ 全国において、出産前に就業していた人のうち、約 5 割が、出産により仕事を辞め

ている。 

○ 本県における女性の年齢階級別有業率をみると、25～29 歳における有業率は

80.1％であるのに対し、30～34 歳では 70.6％と、25～29 歳と 30～34 歳の差が

9.5 ポイント（全国平均 8.2）となっている。結婚・妊娠・出産・子育て期に重な

ることから、これらのライフイベントを機に仕事を辞める女性が多いことが推測

される。 

【取組の方向性】 

○ 雇用形態を問わず、結婚・妊娠しても仕事を続けられる職場環境づくり。 
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④ 女性の子の看護休暇取得 

【現状・課題】 

○ 本県において、子育てと仕事の両立のために県民が最も重要視しているのは、「子

どもの病気やけがの時に休暇が十分取れるようにする」ことである。 

○ 子の看護休暇制度の規定がある 100 人未満の企業は 6 割程度であり、法定の制度

である同休暇に関する規定が整備されていない企業も多い。 

○ 全国における子の看護休暇制度利用率をみると、女性正社員では 3 割程度である

のに対し、女性非正社員では 2 割弱となっており、雇用形態で利用実績に差がみ

られる。非正社員が制度を利用しない背景として、正社員に比べ「制度を知らなか

った」とする回答が大きく上回っている。 

【取組の方向性】 

○ 雇用形態を問わず、子の看護休暇制度の規定、労働者への十分な周知、かつ同休暇

制度が利用しやすい職場環境づくり。 
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⑤ 女性の正規雇用 

【現状・課題】 

○ ライフイベントによる女性の就業形態の変化（全国）をみると、結婚前は 6 割以上

が正社員であるのに対し、結婚後には 4 割、第 1 子出産時には 2 割と減っている。 

○ 本県においても 25～29 歳の正社員は 30～34 歳にかけて 6.6 ポイント減り、その

後の就業率は回復するものの、多くは非正社員である。 

【取組の方向性】 

○ 女性の正社員化は仕事へのやりがいや継続就業に効果的である。女性が正社員で

は働きにくい原因を解消し、女性の正社員を増加させる。 
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⑥ 女性の管理職登用 

【現状・課題】 

○ 全国において、民間企業の課長相当職に占める女性の割合は 9.2％（H26）となっ

ている。 

○ 本県における管理的職業従事者（会社役員、管理的公務員等）に占める女性の割合

は 20.3％となっており、全国の 13.4％に比べて高いものの、役員を除く管理的職

業従事者の女性割合は低いとされている。 

【取組の方向性】 

○ 女性の管理職の多い職場を増やす。 
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（３） 男性の家庭参画について 

 

① 男性の育児休業取得及び子の看護休暇取得 

 【現状・課題】 

○ 本県における男性の育児休業取得率は、1.1％（H27）と昨年に比して 0.4 ポイント

増加しているものの、全国平均 2.7％と比べると低い。男性が育児休業を取得しな

かった理由として、「育児休業を取得しにくい職場の雰囲気があったから」「休むと

職場の同僚に迷惑がかかると思ったから」「育児休業を取得すると収入が減るから」

など、職場の風土・理解・両立支援制度が不十分であることを理由とする割合が

37.8%となっている。 

○ 全国において男性の子の看護休暇取得割合は、いずれの企業規模においても 10％未

満となっている。 

 【取組の方向性】 

○ 男性も育児休業や子の看護休暇を取得しやすい企業を増加させる。 
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② 男性の家事・育児参画 

【現状・課題】 

○ 本県の男性の育児時間は 1 日当たり 30 分、家事時間は 8 分となっている。また、

子育ての関与が不十分な理由の 6 割以上が「仕事が忙しすぎるため」と答えている。

一方、全国のデータでは夫の家事・育児時間が長いと女性の継続就業割合及び第２

子以降の出生割合が高くなるという結果がある。 

【取組の方向性】 

○ 両立支援制度が整備されただけでは、男性の両立支援制度の利用は十分に進まない

ことから、事業主及び上司が、男性も仕事と子育ての両立支援が必要であることを

理解し、社員に積極的に制度利用の声がけを行うなど、仕事と子育てが両立しやす

い企業の風土づくりや事業主のイクボス宣言等による意識改革。 

 

 

 

 

 

 

 



23 

 

（４） ワーク・ライフ・バランスについて 

 
 

 ① 長時間労働・年次有給休暇取得 

 【現状・課題】 

○ 本県の労働時間について、週労働時間 60 時間以上の雇用者の割合は、7.9％（H24）

（全国９位）であり、全国平均 9.6%に比して低いものの、国の目標（2020 年）で

ある 5%には達していない。 

○ 本県の年次有給休暇の取得率は、44.2%（H27）であり、近年増加傾向にあるもの

の、全国平均に比して低い傾向がある。 

【取組の方向性】 

○ 長時間労働を是正し、年次有給休暇が取得しやすい職場環境づくり。 
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② 企業子宝率調査 

【現状・課題】 

○ 平成 28 年に青森県が実施した企業子宝率調査（試行）では、20~30 代女性従事者

比率が高い医療・福祉分野や、子どもを持つ従業員への経済的支援を実施している

企業の企業子宝率がやや高い結果となった。また、仕事と子育ての両立に必要なこ

ととして、職場内（上司、同僚）の理解が最も高い回答割合となった。 

【取組の方向性】 

○ 平成 29 年度に企業子宝率の本調査・分析を実施し、子育てしやすい職場環境づく

り等に取り組む企業等の増加につなげる。 

 

  ※企業子宝率…従業員（男女問わず）がその企業・事業所に在職中に持つと見込まれる子どもの数を

算出したもので、「企業の合計特殊出生率」とも呼ばれる指標。合計特殊出生率と異なり、男性従

業員も計算に含めることから、当該企業等における従業員の子育て環境やワーク・ライフ・バラン

スに関する指標の１つとして注目されている。企業子宝率の知的財産は、開発者である渥美由喜氏

に帰属しているもの。 
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③ 介護との両立支援 

【現状・課題】 

○ 全国において、15 歳以上人口に占める育児を行う者は 9%、介護を行う者は 5%、

育児と介護のダブルケアを行う者が 0.2%認められることから、仕事と育児との両

立支援のほか、育児と介護のダブルケアといった介護との両立支援も必要である。 

○ 介護休業制度規定のある県内企業等について、100 人未満の企業では 7 割未満とな

っており制度が十分整っていない企業が 3 割以上を占める。 

○ 全国において、介護中の労働者における介護休業制度利用割合は 2 割弱と低く、正

社員よりも非正社員の利用割合が低い。 

【取組の方向性】 

○ 介護を行う労働者が増えることを想定し、雇用形態を問わず、介護と仕事を両立で

きる職場環境づくり。 
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④ 企業におけるワーク・ライフ・バランスの取組状況 

【現状・課題】 

○ あおもりワーク・ライフ・バランス推進企業の取組状況をみると、全ての登録企業

において、育児・介護休業法に定める休業等制度以外に、仕事と家庭の両立支援に

つながるよう、社員のニーズに即した法定外の支援制度を設けている。 

【取組の方向性】 

○ 子育て世帯以外の労働者も含め、社員全体の総合的なワーク・ライフ・バランスに

向けた職場環境づくりを進める企業を増やす。 
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３ 「仕事と結婚から子育て」希望の実現の検討に当たっての基本的な方策 

 前述１，２のとおり、少子化対策に有効な働き方改革として、「若者の経済的安定」、「女

性の活躍・継続就業」、「男性の家庭参画」及び「ワーク・ライフ・バランス」の４つのキー

ポイントを導き、その取組の方向性を整理したが、以上で整理した方向性を実現するために

は以下の２つの基本的な方策が必要である。 

 

（１） 少子化対策に有効な本県の「働き方改革」として、「若者の経済的安定」、「女性の

活躍・継続就業」、「男性の家庭参画」、「ワーク・ライフ・バランス」に積極的に

取り組む企業を支援する仕組みの構築 

○ 社員が安心して結婚し、子どもを産み育てながら働き続けられる環境を整備する

ため、若者の経済的安定、女性の活躍・継続就業、男性の家庭参画、ワーク・ライ

フ・バランスに取り組む企業を評価し、認定企業にインセンティブを付与すること

で、企業の取組のさらなる推進を図る。 

 

（２）「仕事と結婚から子育て」の希望を実現するため、ライフイベントを見据えた社会 

全体、企業、個人に対する総合的支援 

○ 「仕事と結婚から子育て」の希望を実現するためには、仕事・進路選択、就職、結

婚、妊娠・出産、子育て等各ライフイベントを見据えて、企業に対する支援、個人

（労働者等）に対する支援、気運の醸成等社会全体に対する支援等部局間連携によ

る総合的な支援体制づくりが必要である。 
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青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム設置要領 

 

（目的） 

第１ 少子化対策における地域の実情に即した「働き方改革」の一環として、県民が安心し

て結婚し、子どもを産み育てながら働くことができる企業等の推進を図ることを目的と

し、青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム（以下、ワーキングチ

ーム）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２ ワーキングチームは、次に掲げる事項を所掌する。 

 （１）仕事と、結婚、妊娠・出産、子育ての両立支援に係る調査及び研究に関すること 

 （２）仕事と、結婚、妊娠・出産、子育ての両立支援に係る施策の企画及び推進に関する 

こと 

 （３）その他のびのびあおもり子育てプランの推進に関すること 

 

（ワーキングチームの構成） 

第３ ワーキングチームは、別表に掲げる者をもって充てる。 

  

（調整機関） 

第４ 会議の調整機関は、青森県健康福祉部こどもみらい課に置く。 

 

（ワーキングチームの運営） 

第５ ワーキングチーム会議は、調整機関の長が招集する。 

 

（その他） 

第６ この要領の実施に関し必要な事項は別に定める。 

 

 

附則  

この要領は、平成２８年７月１５日から施行する。 
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青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム委員名簿（第３関係） 

 

 

青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム会議の開催状況 

 

氏　　名

日本労働組合総連合会青森県連合会　副事務局長 敦 賀 仁

青森県商工会議所連合会　総務企画課長 佐 藤 誠

青森県商工会連合会青年部連合会　副会長 加 藤 一 史

青森県中小企業団体中央会　総務課長 船 水 礼 子

社会福祉法人　福祉の里　人事部長 小 笠 原 尚 子

ＮＰＯ法人プラットフォームあおもり　理事長 米 田 大 吉

八戸学院短期大学ライフデザイン学科　准教授 堤 静 子

青森労働局雇用環境・均等室　雇用環境改善・均等推進指導官 高 須 賀 左 知

青森県企画部企画調整課　副参事 舩 木 久 義

青森県環境生活部青少年・男女共同参画課　総括主幹 田 中 雄 一

青森県商工労働部商工政策課　総括主幹 山 谷 哲 司

青森県商工労働部労政・能力開発課　副参事 三 上 英 機

青森県農林水産部農林水産政策課　総括主幹 栗 林 豊

青森県県土整備部監理課　主幹 高 橋 智 彦

職業または団体等における役職

関
係
機
関
・
団
体
等

庁
内
関
係
課

年 月 日 事　　　　　　　　項

平 成 28 年 7 月 28 日

第１回青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム会議開催
　○青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチームの設置について（本県の現状と課題）
　○結婚・少子化対策に有効な雇用・労働対策について
　○結婚・少子化対策に有効な雇用・労働対策に係る現在の対応状況について

平 成 28 年 8 月 30 日
第２回青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム会議開催
　○少子化対策に有効な働き方改革のアウトラインについて

平 成 28 年 9 月 13 日
青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム勉強会開催
　○話題提供：女性が活躍できる職場づくり～埼玉版ウーマノミクスプロジェクト～
　　         埼玉県　産業労働部　雇用労働局長　江森　光芳氏

平 成 28 年 11 月 2 日

第３回青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム会議開催
　○企業認定制度の制度設計について
　　　・３つの柱の再整理
　　　・対象企業及び認定手順について
　　　・認定に係る評価項目について

平 成 29 年 2 月 14 日

第４回青森県「仕事と結婚から子育て」希望の実現ワーキングチーム会議開催
　○「『仕事と結婚から子育て』希望の実現に向けて」（案）について
　○企業認定制度の運用について
　○「仕事と結婚から子育て」希望の実現に向けた総合的支援について


